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平成１９年１月２２日 

 

大阪市国民保護協議会 幹事会（第２回） 会議録 

 

（事務局：横関危機管理担当課長） 

 それでは、ただ今から「大阪市国民保護協議会 幹事会」を始めさせていた

だきたいと思います。 

 私は、本日の司会を務めさせていただきます、大阪市危機管理室、危機管理

担当課長をしております横関と申します。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 まず最初に、幹事の皆様方には、本日の幹事会は「大阪市国民保護協議会    

運営要綱 第７条」の規定に基づきまして、公開で行われることをお知らせい

たしますが、現在のところ傍聴者及び報道関係者はいらっしゃっておりません

のでご報告させていただきます。 

 開会に先立ちまして、お手元にお配りしております資料の確認をさせていた

だきます。 

 まず一番上に「幹事会次第」を置いております。次に「配席図」を置いてお

ります。次に「配付資料一覧」ということで、資料１～資料８まで資料名を記

載した資料を置かせていただいております。 

「資料１ 大阪市国民保護協議会構成名簿」 

「資料２ （仮称）大阪市国民保護計画（素案）に関するパブリック・コメン 

     トの実施結果について」 

「資料３ 『避難実施要領のパターン』のイメージ」 

「資料４ 国民保護法（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に  

     関する法律）（抜粋）」 

「資料５ 大阪市国民保護計画（案）」 

「資料６ （仮称）大阪市国民保護計画（素案）からの主な変更点等について」 

「資料７ 大阪市国民保護計画リーフレット（原案）」 

「資料８ 計画策定スケジュール（案）」 

 以上、１１種類でございます。  

 資料に過不足等ございませんでしょうか。ございましたら、申し出いただき

ましたら、事務局のほうでお届けいたします。いかがでしょうか。よろしいで

しょうか。 

 本日ご出席の幹事の皆様は、お手元にお配りした配席表のとおりでござい

ます。 

 なお、海上保安監部の栄様におかれましては本日、急なご用事で欠席とい

うことでご連絡を受けております。それから、近畿運輸局様におかれまして
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は少し遅れるとの連絡を受けているところでございます。 

 それでは、ただ今から、大阪市国民保護協議会 幹事会を開催させていただ

きます。 

開会に当たりまして、千福幹事長から、ごあいさつ申し上げます。千福幹事

長お願いいたします。 

 

（幹事長：千福室長） 

大阪市の危機管理室の千福でございます。本日は皆様方におかれましては大

変お忙しいところ、幹事会に御出席を賜わりましてありがとうございます。ま

た平素は本市の行政全般、特に皆様方におかれましては防災、あるいは危機管

理の推進に当たりまして格別な御協力を賜わっておりますことに厚く御礼を申

し上げますとともに、年頭に当たりまして、今年もどうぞよろしくお願い申し

上げます。 

さて、ご承知のとおり、本市では今年度末までに市の国民保護計画の策定を

するということで作業を進めておりまして、本日の幹事会の後、今月末の３１

日には第３回目の協議会を開催いたしまして、市長に答申をしていただきます

計画を決定していただきたいというふうに考えておるところでございます。 

本日の幹事会におきましては、昨年１０月に実施いたしましたパブリック・

コメントの結果をご報告させていただきますとともに各機関の皆様方に事前に

ご意見を照会させていただいたところでございますが、その結果を踏まえまし

て、来たる協議会でご審議をしていただきます計画（案）につきまして説明を

させていただきたいというふうに考えておるところでございます。 

本日におきまして、いよいよ大阪市の計画策定も最終段階ということになっ

てきますが、各機関の実務担当者でございます幹事の皆様方とは十分に意思の

疎通も図りまして、本市の計画が実効性のあるしっかりとした内容となるよう

にして参りたいと考えておりますので、本日いろいろと意見を言っていただき

まして、ご協力をお願いして参りたいと考えております。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

（事務局：横関危機管理担当課長） 

 どうもありがとうございました。それでは、議事に入らせて頂きたいと存じ

ますが、その前に、昨年９月２２日に第 2 回の国民保護協議会を開催しており

ますけれど、それ以降、人事異動等によりまして、協議会委員及び幹事の皆様

で一部交代されていらっしゃる方がおられますので、事務局からご報告させて

いただきます。 

お手元の資料１「大阪市国民保護協議会構成名簿」をご覧いただきます。
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まず、委員の交代から御報告させていただきます。左側に番号を付けさせて

いただいておりますけれども、６番の近畿地方整備局局長 布村 明彦様が、

新たに委員にご就任されていらっしゃいます。 

 続きまして、幹事の交代についてでございますが、５番の中部近畿産業保

安監督部近畿支部管理課長 辻岡 進様が、新たに幹事に就任されておられ

ますことをご報告させていただきます。 

  それでは、次に進めさせていただきます。 

 幹事会の議長は、「運営要綱第５条第４項」の規定に基づきまして、幹事長が

議長となることが定められております。千福幹事長、どうぞよろしくお願い

いたします。 

 

（議長：千福室長） 

 それでは、ただ今から、議事に入らせていただきたいと思います。 

まず最初に議題（１）の「大阪市国民保護計画（案）について」でございま

す。 

前回、昨年 9 月１２日に第 1 回の幹事会を開催させていただきましたけれど

も、その時は「計画素案」ということでご審議を賜わったところでございます。 

 その後、9 月２２日の第 2 回協議会において、その素案のご承認をいただき、

それを基に１０月にパブリック・コメントの実施をいたしました。そして市民

の皆様方から御意見を頂戴したところでございます。 

 その結果を踏まえまして、昨年１２月１１日に第３回目の企画部会というこ

とで開催させていただきまして、先ほど申し上げました今月末３１日に開催を

予定しております第 3 回協議会で市長にご答申いただきます「計画案」につい

てご審議いただいたところでございます。 

 そういった経過がございますので、本日は審議に入ります前に、事務局のほ

うから、計画素案に対しますパブリック・コメントの実施の結果、それと第 3

回企画部会におきましていろいろと意見も出ましたので、それの審議経過の概

略について、まず報告させていただきたいというふうに考えておりますので、

事務局よろしくお願いします。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 大阪市危機管理室住民保護企画担当課長の内藤でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 それでは、計画素案に関するパブリック・コメントの実施結果、並びに第 3

回企画部会における審議の概略につきまして、ご報告させていただきたいと存

じます。 
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 お手元の「資料２（仮称）大阪市国民保護計画（素案）に関するパブリック・

コメントの実施結果について」をご覧いただきたいと存じます。 

昨年９月２２日に開催させていただいた第２回協議会におきましてご承認い

ただきました計画素案に関しまして、広く市民の皆様からご意見等をいただき

ますため、大阪市の「パブリック・コメント手続に関する指針」に則りまして、

パブリック・コメントを実施いたしました。 

まず、「１．実施の概要」でございますが、意見の募集期間といたしましては、

平成１８年１０月２日（月）から１１月１日（水）までの１ヶ月間です。 

 計画素案の配布・閲覧場所としましては、市役所本庁舎の危機管理室及び行

政資料センター、市内２４区にございます各区役所、西区にございます公文書

館、梅田、難波、天王寺にございます大阪市サービスカウンター、これらの場

所に計画の素案本文と概要版を配置いたしますとともに、本市のホームページ

にもそれらを掲載いたしました。 

 意見の募集方法といたしましては、電子メール、郵送又はＦＡＸ、あるいは

危機管理室に直接提出していただくかのいずれかの方法によりまして、書面に

より募集いたしました。 

 次に、「２．意見の提出状況」でございますが、ご意見を提出いただきました

方は５名で、その提出方法といたしましては、電子メールが２名、郵送が２名、

ＦＡＸが１名でございました。 

 また、意見の項目数といたしましては、お一人の方からいただきましたご意

見の書面の中に複数のご意見が含まれている場合もございましたので、全部で

９項目あり、その内訳といたしましては、「計画の策定に関する意見」が３項目、

「計画の内容に関する意見」が５項目、「その他の意見」が１項目ございました。 

 

 ２ページをご覧いただきたいと存じます。 

 「３．意見の要旨及びそれに対する本市の考え方」でございますが、２ペー

ジ以降にご意見の要旨とそれに対する本市の考え方を、項目ごとに記載させて

ていただいています。 

 まず、「（１）国民保護計画の策定について」でございますが、これは、国民

保護計画の策定そのものに対するご意見でございまして、２ページにございま

す①②の意見と、３ページにございます③の、３つのご意見がございました。

なお、①と②は別の方からのご意見でございますが、「本市の考え方」との関係

から、まとめて記載させていただいております。 

 

 「意見の要旨」といたしまして、まず、①でございますが、「戦争が起こらな
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いことが第一である。しかし、民主主義の選挙で選ばれた行政の責任者には備

える責任がある。」というもの。 

一方、②でございますが、「計画の作成に反対である。大阪市に侵攻する国はあ

りえず、ミサイル攻撃では逃げる間もない。この計画は、日本が戦時になった

ときに市町村レベルで国民の総動員体制を作り上げることが目的であり、国民

の戦争協力体制を地域住民で確立させ、反対できない状態を作る。私は防衛の

名の下に始まるであろう侵略戦争に一切協力しない。」というものでございます。 

 これらに対します「本市の考え方」としましては、その下に記載しておりま

すように、「武力攻撃や大規模テロなどは、決してあってはならないものであり、

国の外交努力が何より重要であるが、万が一の場合に備えて、国民保護法が制

定され、市町村長は、その国民保護計画で定めるところにより、「避難」、「救援」、

「災害対処」に関する措置などを実施することとされておりまして、本市とし

ては、市民の生命、身体、財産を保護するという本市の責務を果たすため、同

法に基づき本計画を策定し、平素からの備えに努めるものである。」とさせてい

ただいております。 

 

 次に３ページをご覧いただきたいと存じます。 

 ２ページと同じく、計画の策定そのものに対するご意見でございますが、「意

見の要旨」といたしましては、「武力に頼らず、平和的な外交努力によって世界

の平和に貢献することこそが日本国憲法の求めるところである。国民保護計画

の作成そのものが戦争準備の一歩であり、計画作成そのものをただちに中止す

るよう求める。大阪市は世界の各都市と経済的、文化的交流を深めることで平

和に貢献してほしい。また、政府にも自衛隊の海外派遣など武力に頼らず、平

和的な外交努力によって世界の平和に貢献するよう求めてほしい。」というもの

でございます。 

 それに対します「本市の考え方」でございますが、まず、１つ目から３つ目

までの段落につきましては、前のページでご説明させていただいたとおりでご

ざいます。 

 また、４つ目の段落のところでは、平和への貢献に関しまして、「本市では、

平成 7 年に「平和都市宣言」を行い、その中で、平和の実現や非核三原則につ

いての本市の姿勢や考え方を既に明らかにしており、今後とも、「平和都市宣言」

に基づき、市民一人ひとりに平和の尊さを伝え、広く人々に平和を希求する心

が育まれるよう、さまざまな施策・事業を推進してまいります。」とさせていた

だいております。 

 

 次に４ページをご覧いただきたいと存じます。 
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 「（２）防災等の取組みとの関係について」のご意見でございますが、「意見

の要旨」といたしましては、「地域での既存の取組みは、住民主体型でボトムア

ップ的な要素が盛り込まれているが、本計画素案ではトップダウン方式のいわ

ば官僚制のヒエラルキー体制の確立を彷彿する。ゆえに第１編第２章の「９ 地

域防災計画等に基づく取組みの蓄積の活用」の記述は削除すべきである。」とい

うものでございます。 

 それに対します「本市の考え方」でございますが、「自然災害などでは、市町

村が主体となって対策を実施するが、武力攻撃事態等においては、国から地方

公共団体に指示が出されることになっていることから、計画素案では、国から

の指示に基づき措置を実施することを基本としている。このように、発生原因

の違いによりまして、それぞれの対応が異なるところがあるものの、緊急事態

に市民の生命、身体、財産を保護する対応ということでは両者同じであり、武

力攻撃事態等への対処にあたっても、例えば、防災行政無線の活用など、防災

等の取組みの蓄積が活用できる部分がある。また、大規模テロなどは、突発的

に発生し、発生当初は事故との判別が困難なことが多いと考えられるため、国

から指示がある前の段階においても、本市としては、地域防災計画等に基づき

迅速に対処することとしている。こうしたことから、本計画素案における基本

方針といたしまして、「地域防災計画等に基づく取組みの蓄積の活用」を掲げて

います。」とさせていただいております。 

 

 次に５ページをご覧いただきたいと存じます。「（３）避難方法について」の

ご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、「武力攻撃を大規模

災害と捉えているのではないか。戦闘地域からの避難方法が最も重要であり、

どのように避難誘導するのかが欠落すれば計画は根底から揺らぐと考えるべき

である。」というものでございます。 

 それに対します「本市の考え方」をご説明させていただきます前に、まず、

国民保護におきます避難方法などの定め方についてご説明申し上げます。 

 恐れ入りますが、お手元の冊子になっております「資料５ 大阪市国民保護

計画（案）」をご覧いただきたいと存じます。 

 計画案の５２ページをお開きいただきたいと存じます。５２ページでござい

ます。よろしいでしょうか？ ページの下段にございます「第３節 避難誘導」

の「１ 避難誘導の流れ」のところでございます。ここでは、市長は、府知事

から避難の指示があったときは、直ちに避難実施要領を定め、その避難実施要

領の定めるところにより、避難住民の誘導を行うものといたしております。 

 そして、次の５３ページのところでは、「避難実施要領の作成」について書い

ておりまして、そこでは市長は、避難の指示があったときは、あらかじめ作成
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しておいた「避難実施要領のパターン」の中から、最も適切なパターンを選ぶ

などして、直ちに避難実施要領を作成する、としておりまして、その下の枠囲

みの中に記述しておりますように、避難実施要領には、避難方法や避難誘導に

関する事項などを定めることとされております。 

 この「避難実施要領のパターン」とは、緊急事態が発生したときに、すばや

く「避難実施要領」を作成するために、想定される事態のタイプごとに、あら

かじめ作成しておきます「避難実施要領のひな形」のようなものでございます。 

 「避難実施要領のパターン」が具体にどのようなものかと申しますと、恐れ

入りますが、お手元の『資料３「避難実施要領のパターン」のイメージ』をご

覧いただきたいと思います。 

 これは、消防庁が作成しました「避難実施要領のパターン作成に当たって」

という資料の中から、ご参考といたしまして、３つの「避難実施要領のパター

ン」の例を抜粋したものでございます。 

 まず、１ページから２ページの「パターン１」でございますが、「弾道ミサイ

ル攻撃の場合」を想定しました「避難実施要領のパターン」。即ち、あらかじめ

作成しておきます「避難実施要領のひな形」の例示でございます。 

 「避難実施要領のパターン」は、ご覧いただいておりますように、ある程度

事態の状況などを想定しまして、それに対する具体的な避難誘導の方法などに

つきまして定めるものでございます。 

 次の、３ページから４ページにございます「パターン２」でございますが、「ゲ

リラ・特殊部隊による攻撃の場合」で、「昼間の都市部における突発的な攻撃の

場合」を想定した「避難実施要領のひな形」でございます。 

 また、５ページから７ページの「パターン３」でございますが、同じく「ゲ

リラ・特殊部隊による攻撃の場合」で、「都市部における化学剤を用いた攻撃の

場合」を想定した「避難実施要領のひな形」でございます。 

 このように、想定される事態のタイプごとに作成いたしました「ひな形」の

一つひとつを「避難実施要領のパターン」と呼んでおります。 

 

 次に、この「避難実施要領のパターン」をどのように作成するかについて、

ご説明申し上げます。恐れ入りますが「資料５」の計画案にお戻りいただきま

して、先ほどのところから少し飛んで申し訳ございませんが、１０４ページを

ご覧いただきたいと存じます。１０４ページでございます。よろしいでしょう

か。 

 ここでは、避難に関する「平素の備え」について記述している箇所でござい

ますが、上から５行目の「３ 避難誘導」の「(1)避難実施要領のパターンの作

成」のところでは、事態が発生したときに速やかに避難実施要領が作成できる
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よう、関係機関の皆様方と意見交換を行いつつ、市長は、複数の避難実施要領

のパターンをあらかじめ作成することとし、作成にあたっては、想定される事

態を念頭に置き、避難先までの距離、避難までの時間的余裕などを踏まえます

とともに、要援護者の避難方法等や、昼間人口の存在、交通渋滞の発生状況な

どに配慮して作成することとしております。 

 以上、少し長くなりましたが、本計画案におけます避難方法などの定め方に

ついてご説明させていただきました。恐れ入りますが、「資料２」の５ページに

お戻りいただきたいと存じます。 

 

 「武力攻撃を大規模災害と捉えているのではないか、また、計画に避難方法

が欠落しているのではないか」というご意見に対する「本市の考え方」でござ

いますが、「まず、武力攻撃等による災害と大規模災害では、発生原因の違いに

よりその対応が異なるところがあり、避難方法に関しましても、それぞれ異な

っており、さらに、武力攻撃や大規模テロにおいても、その態様や攻撃の手段

などによって避難方法がさまざまに異なる。」と考えています。 

そして、「想定されるさまざまな事態における具体的な対応について、すべて

本計画に盛り込むことは困難でございますため、本計画には、保護措置等の実

施に関する基本的な枠組みを定めるものとし、事態の態様や攻撃の手段などに

即した避難方法等については、本計画の策定後に、想定される事態のタイプご

とに作成する「避難実施要領のパターン」、即ち「避難実施要領のひな形」の中

で定めてまいります。」とさせていただいております。 

 なお、「避難実施要領のパターン」の作成につきましては、先ほどご覧いただ

きました「資料３」の「避難実施要領のイメージ」や、計画案の記述にもござ

いますように、想定される事態を念頭に置いて作成する必要がございますこと

から、本計画の策定後、具体的な実施手順などについて別途定めます、仮称で

ございますが「実施マニュアル」と併せて検討いたしまして、緊急性の高いと

考えられる事態から順次、作成して参りたいと考えております。 

 

 次に６ページをご覧いただきたいと存じます。「（４）避難における車両の使

用について」のご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、「避

難の妨げとなる道路上の車両の通行禁止及び車両での避難の禁止が欠落してい

る。」というものでございます。 

 それに対する「本市の考え方」といたしましては、まず、前のページでご説

明させていただきましたように、「本計画においては、保護措置等の実施に関す

る基本的な枠組みを定めることとしており、避難に関しては、事態の態様や攻

撃の手段などによって避難方法がさまざまに異なると考えられることから、実
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態に応じた避難のあり方については、本計画の策定後に、「避難実施要領のパタ

ーン」の中で定める。」ことといたしております。 

 またこれは資料の４でございますが、ここにございますように、「国民保護法

第１５５条においては、「都道府県公安委員会は、保護措置を実施するため緊急

の必要があると認めるときは、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止又は制限

できる」と定めていることから、交通規制については、府公安委員会が実施す

ることとしておりますが、本市といたしましても、特に必要があると認めると

きは警戒区域を設定し、当該区域内への立ち入りを制限又は禁止する。」ことを、

本計画素案に記述しているところでございます。さらに、「避難における自家用

車等の使用の可否については、避難の実施に関して検討すべき重要な項目であ

ると考えていますので、必要に応じて、「避難実施要領のパターン」の中で定め

てまいります。」とさせていただいております。 

 

 次に７ページをご覧いただきたいと存じます。「（５）核攻撃の場合の避難に

ついて」のご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、「核攻撃

の場合、地下鉄をシェルター替わりに使用すること、また、そのためにどうす

るかなどの実施計画が欠如している。」というものでございます。 

 それに対します「本市の考え方」といたしましては、まず、「国の基本指針に

おいては、攻撃に核兵器が使用される場合として、弾道ミサイル攻撃の場合や

航空攻撃の場合などが想定されており、その場合の避難に関しては、核爆発に

伴う熱線などによる被害を受ける地域については、爆心地周辺から直ちに離れ、

地下施設等に避難すること。」などが示されております。 

また、前のページのところでご説明しましたとおり、「事態に応じた避難のあり

方については、本計画の策定後に、「避難実施要領のパターン」の中で定めるこ

と。」といたしております。 

「避難実施要領のパターン」の作成にあたっては、「核兵器が使用される恐れの

ある弾道ミサイル攻撃などの場合の避難方法等に関して、国の基本指針などを

踏まえ、地下駅舎等の地下施設への避難についても定めてまいります。」とさせ

ていただいております。 

 

 次に８ページをご覧いただきたいと存じます。「（６）過去の経験を踏まえた

備えについて」のご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、「備

えについては過去の経験から議論されるべきである。スイス、スウェーデン、

ノルウェー等の諸国は、たとえ原爆の爆心地の近くでも地下１階にいたことで

熱線・爆風・衝撃波が避けられたという広島の事実に学び、戦後一貫して公共

の地下シェルターだけでなく、民家にも地下室を奨励し、国民を守る実質的な
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備えをしてきた。東京大空襲では 10万人が死亡し、当時の防空壕が役に立たな

かったように評価されているが、もしそれがなかったならば、死者は 5 倍から

10倍に達していた。」というものでございます。 

 それに対します「本市の考え方」といたしましては、まず、「国の基本指針に

おいては、弾道ミサイル攻撃などがあった場合には、できるだけ近傍のコンク

リート造り等の堅ろうな施設や建築物の地階などに避難することとしており、

弾道ミサイル攻撃の場合の避難など事態に応じた避難のあり方については、本

計画の策定後に、国の基本指針などを踏まえ、「避難実施要領のパターン」の中

で定めること。」といたしております。 

また、「核シェルターなどについては、市町村が独自に対応することは困難で

あると考えており、核シェルターなどの防護施設の整備については国の施策が

必要であり、国民保護法第１５０条では「政府は、武力攻撃災害から人の生命

及び身体を保護するために必要な機能を備えた避難施設に関する調査及び研究

を行うとともに、その整備の促進に努めなければならない。」と規定されている

ことから、国の動向を注視して参りたい。」とさせていただいております。 

 

 次に９ページをご覧いただきたいと存じます。「（７）ジュネーヴ条約の周知

について」のご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、「戦時

には軍隊である自衛隊と行動を共にすると攻撃対象となり、非武装の民間人は

攻撃対象から外されるというジュネーヴ条約を、この計画を作る前に市民に周

知徹底させてほしい。この計画より先に、降伏の仕方、捕虜の扱われ方、民間

人は保護されるということなどジュネーヴ条約を知っておく方がよい。」という

ものでございます。 

 それに対する「本市の考え方」といたしましては、まず、「条約については、

内閣が締結権を有し、国会の承認を経たうえで批准するものであり、条約の国

民への周知については、外交事務として外務省において実施されている。」 

また、「本市としては、先ほど３ページの「平和への貢献」のところでご説明申

し上げましたように「平和都市宣言」、並びに平和に関する種々の決議に基づい

て、国際社会の平和の発展に貢献する「国際平和人権都市大阪づくり」を進め

るとしている。」 

なお、「本計画素案においては、保護措置の実施時における措置従事者の適切

な対応を確保するため、本市職員の研修にあたっては、ジュネーヴ条約に関す

る知識等について研修の内容とする。」こととさせていただいております。 

 また、ここでご参考といたしまして、この「意見の要旨」の冒頭の「戦時に

は軍隊である自衛隊と行動を共にすると攻撃対象となり」という部分に関連い

たしまして、国会での議論がございましたのでご紹介させていただきたいと存
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じます。 

 武力攻撃事態等における自衛隊による避難住民の誘導につきましては、国民

保護法に定めがございますが、昨年６月に提出された衆議院の「国民保護法に

関する質問主意書」では、「戦時に自衛隊が住民の避難誘導に当たることは、住

民が攻撃の巻き添えになるのを防ぐため、戦時に軍と民を厳密に区別する国際

人道法の原則に反するのではないか」という質問がなされております。 

 これに対しまして、政府の答弁書では、「軍事組織が住民の避難誘導に当たる

としても、これが軍事行動から生じる危険から住民を保護することを目的とし

たものであることを踏まえると、このような活動が、直ちに国際人道法に反し

ているとは言えない」とされております。 

 こうした議論を踏まえまして、法律の規定並びに国の見解に基づきまして、

本計画案は作成されております。 

 

 以上、パブリック・コメントの実施結果といたしまして、実施の概要、意見

の提出状況、並びにいただいた意見の要旨及びそれに対する本市の考え方など

につきまして、ご説明させていただきました。 

 なお、ただ今ご説明申し上げました「意見の要旨とそれに対する本市の考え

方」につきましては、本市のホームページ等で公表させていただいております。 

 

 次に、昨年１２月１１日に開催させていただきました第３回企画部会におき

ます審議の概要についてご報告申し上げます。 

 第３回企画部会では、ただ今ご報告申し上げましたパブリック・コメントの

実施結果を踏まえまして、第３回協議会で市長に対して答申する「計画案」に

ついてご審議いただきましたが、まず、会議の冒頭で、審議のご参考とするた

め、本協議会の幹事として本日ご出席いただいております、日本赤十字社大阪

府支部の神谷様から、ジュネーヴ条約を中心としました国際人道法に関してご

講演をいただきました。 

 国際人道法につきましては、本計画の重要な要素でありまして、企画部会に

おきましても何度かご意見・ご質問をいただきまして、また、先ほどご説明申

し上げましたように、パブリック・コメントの中でもご意見をいただいており

ますが、国際人道法に関する体系だったご説明は事務局としては難しいところ

がございましたことから、日本赤十字社大阪府支部の事業課長としまして、国

際人道法に精通しておられる神谷様にご講演をお願いし、国際人道法の歴史や

意義、また、赤十字標章等の役割などにつきまして、たいへんわかりやすくご

説明いただきました。 
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 その後、先ほどご報告申し上げましたパブリック・コメントの実施結果につ

きましてご説明したうえで、計画案についてご審議いただきました。 

 なお、パブリック・コメントでいただきましたご意見に基づき、計画素案の

本文を修正する箇所はなかったため、会議にお示しした「計画案」は「計画素

案」と同じ記述のものでございました。 

 

 会議の中であったご意見・ご質問といたしましては、「市の地理的、社会的特

徴」の「外国人登録人口」に関する記述の中で、「国籍（出身地）別」として「韓

国・朝鮮」と記載されている「朝鮮籍」の方の位置づけを正確に理解するため

の補足説明の必要性に関するご意見。 

また、大阪府の国民保護計画との違いや、大阪市の計画における特色のある 

措置に関するご質問。 

さらに、大阪市の地域振興会が、他の自治体の赤十字奉仕団と比較して、よ

りダイナミックな活動をしている特色がある、ということに関するご意見。 

 こういったご意見などをいただきまして、それぞれ事務局からご説明させて 

いただきますとともに、委員の皆様によるご議論を賜りました。 

 そのうえで、本日お示ししました「計画案」につきまして、企画部会の案と

しまして、来たる協議会に報告することにつきまして、ご承認をいただいたも

のでございます。 

 

 以上で、計画素案に関するパブリック・コメントの実施結果、並びに第３回

企画部会における審議の概略についてのご報告を終わらせていただきます。 

 

 それでは、「大阪市国民保護計画（案）」についてご説明申し上げます。お手

元の「資料５ 大阪市国民保護計画（案）1 月 22 日版」をご覧いただきたいと

存じます。 

 これは、第３回企画部会でご承認いただきました「計画案」につきまして、

昨年 12 月に各機関の皆様方に意見照会させていただき、頂戴しましたご意見等

に基づいて修正を加えたものでございます。 

 意見照会にあたりましては、年末のご多忙のところご協力を賜りましたこと、

この場を借りてお礼申し上げます。 

 この「計画案」の内容についてご説明させていただきたいと存じますが、意

見照会させていただきました「計画案」の内容につきましては、既にご承知い

ただいていますことから、そこから変更した箇所の主なものにつきまして、ご

説明申し上げます。 
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 「資料６（仮称）大阪市国民保護計画（素案）からの主な変更点等について」

をご覧いただきたいと存じます。なお、意見照会させていただきました「計画

案」の内容は、「計画素案」と同じものでありましたことから、標題としまして

は、「計画素案」からの主な変更点等とさせていただいています。 

 まず、１の「市の地理的、社会的特徴」の中の「常住人口」に関する記述に

ついてでございますが、素案では、平成 17 年国勢調査の「速報値」で記述して

おりましたものでありますが、「確定値」が公表されましたことから、本文の文

章の記述のほか、表やグラフにつきましても、「確定値」に修正させていただい

ております。 

 ２の「自動車保有台数」に関する記述でございますが、市内の軽自動車と小

型二輪車の保有台数の統計データに補正が生じましたことから、それぞれの台

数、並びに合計の台数を修正させていただいております。 

３の「鉄道」に関する記述でございますが、地下鉄今里筋線の開業によりま

して、路線数及び駅数が増加しましたこと、並びに、駅数の計上方式を、路線

ごとに集計する方式に変更しましたことによりまして、記述を修正させていた

だくとともに、路線図を新しいものに差し替えさせていただいております。 

４の「緊急対処事態への対処にあたっての留意事項」に関する記述でござい

ますが、第２編第５章の「市民生活の安定」に関する措置のすべてが、緊急対

処事態に準用されるわけではなく、事態が長期にわたることを前提とした措置、

すなわち「生活関連物資等の価格安定」と「避難住民等の生活安定等」の２つ

の措置に関して準用されないということにつきまして、素案ではわかりにくい

記述になっておりましたので、誤解が生じないように記述を修正させていただ

いております。 

 ５の「現地調整所」に関する記述でございますが、ここで、現地調整所に参

加する「関係機関」といたしましては、大阪府さんや大阪府警察さんなど、市

以外の機関を指しておりますことから、素案では、市の対策本部長が、市以外

の機関の活動を調整するような記述になっておりました。そこで、市と関係機

関の活動を調整するという趣旨となりますよう、「関係機関」の部分を「市及び

関係機関」と修正させていただいております。 

 また、同様に、「関係機関の代表者」と記述しました場合、本市の組織であり

ます「消防」の代表者がそこから外れてしまいますことから、消防の代表者も

含めるために、「関係機関」を「各機関」と修正させていただいております。 

 

 次の２ページをご覧いただきたいと存じます。 

 ６の「現地調整所のイメージ図」の箇所でございますが、現地調整所に参加

する機関といたしまして、本文では、「府、府警察、海上保安監部、自衛隊、医
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療機関『等』」といたしまして、名称をあげた６つの機関以外の機関が参加する

ことも想定された記述になっておりますが、イメージ図では、６つの機関に限

定されているよう見えますことから、参加機関については「例示」であるとい

うことがわかりますように、「現地調整所の組織編成『例』」」という「見出し」

を追加させていただいております。 

 ７の「自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等」に関する記述でございますが、

防衛省設置法の施行によりまして、「防衛庁長官」を「防衛大臣」と修正させて

いただいております。 

 ８の「大阪府に自衛隊の派遣要請の求めを行った際に、自衛隊に対しまして

その旨を伝えること」に関する記述でございますが、それが事実行為として行

われることを表しますために、「通知」という文言を「連絡」に修正させていた

だいております。 

 ９の「他の市町村への応援の要求にあたって明示する事項」に関する記述で

ございますが、列挙した事項が例示でありますことを示すため、「以下の事項を」

の箇所を「以下の事項『等』を」と修正させていただいております。 

 １０の「避難の指示の伝達・通知」に関する記述でございますが、市の他の

執行機関及びその他の関係機関に「避難の指示」を通知することを明らかにす

るために、その文言を追加させていただいております。 

 １１の「道路や港湾施設等の特定公共施設の利用調整」に関する記述でござ

いますが、道路や港湾施設等の利用のニーズが競合する場合、法律では、「国が

利用指針を定めることができる」と規定されていることを踏まえまして、利用

指針が必ず定められるといった誤解が生じないように、「利用のニーズが競合す

る場合には、利用指針を定めるとされている。この場合において、市長は、意

見を述べる」という記述を、「利用のニーズが競合し、利用指針を定める場合に

おいて、市長は、意見を述べる」という記述に修正させていただいております。 

 

 次の３ページをご覧いただきたいと存じます。 

 １２の「退避の指示」に関する記述でございますが、素案では、「武力攻撃事

態」が発生した場合における「退避の指示」を想定して記述しておりましたが、

武力攻撃予測事態におきましても「退避の指示」を行うことも考えられますの

で、「予測事態」も含めまして、「武力攻撃事態『等』において」という記述に

させていただいております。 

 １３の「学校や病院などの施設管理者による避難誘導」に関する記述でござ

いますが、施設管理者の避難誘導の範囲を明確にする必要がございますことか

ら、「火災や地震等への対応に準じて」という文言を追加させていただいており

ます。 
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 １４の「救援として実施する項目」に関する記述でございますが、⑥の「遺

体の火葬」につきまして、法律で使用されている用語ということで、「埋葬又は

火葬」という文言に修正させていただいております。 

 １５の「救援の特別基準の設定についての意見の申し出」に関する記述でご

ざいますが、市長が厚生労働大臣に対し意見を申し出る際には「知事を経由す

る」という見解が、厚生労働省から示されましたことから、「厚生労働大臣に対

し」の前に「府知事を経由して」という記述を追加させていただいております。 

 次の１６・１７・１８につきましては、安否情報に関する省令が改正された

ことによりまして、変更があった様式番号を修正しますとともに、本文に載せ

ております様式を新しい内容のものに差し替えさせていただいております。 

 １９の「自衛官が警戒区域を設定する際の要件」に関する記述でございます

が、市長、府知事、警察官・海上保安官が警戒区域を設定する要件がそれぞれ

ございまして、「自衛官」が設定する要件の記述が、素案ではわかりにくかった

ことから、「上記の者すべてがその場にいない場合に限り」という記述に修正さ

せていただいております。 

 ２０の「防疫活動を実施する際に基づくべき法律等」に関する記述でござい

ますが、ここに結核予防法を追加させていただいております。 

 

 次の４ページをご覧いただきたいと存じます。 

 ２１の「感染症名」でございますが、法令で用いられている用語に修正させ

ていただいております。 

 ２２の「赤十字標章等の交付及び管理」に関する記述でございますが、医療

機関であります指定地方公共機関に対しましては、府知事が許可をすることか

ら、その部分を対象から外しまして、「区域内で医療を行う医療機関又は医療関

係者（指定公共機関・指定地方公共機関を除く。）」という記述に修正させてい

ただいております。 

 最後に、２３の「用語集の中の、ジュネーヴ諸条約の第２条約の名称」につ

きましては、正式な条約名称に修正させていただいております。 

 

 以上が、意見照会の結果などに基づきます計画素案からの主な変更点等でご

ざいまして、お手元の計画案は、これらの修正を加えたものとなっております。 

「大阪市国民保護計画（案）」についてのご説明は以上でございます。どうぞ、

よろしくお願い申し上げます。 

 

（議長：千福室長） 

 ちょっと一点だけですが、先程の事務局からの説明でございますが、資料６
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「（仮称）大阪市国民保護計画（素案）からの主な変更点等について」の3頁目、

№14の「意見又は修正案」の項目で、説明では「埋葬又は火葬」とご説明いた

だきましたが、資料では「埋葬及び火葬」となっていますが、これは資料の記

載が正しいということでよろしいでしょうか。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 申し訳ございません。法律の条文、７５条では「埋葬及び火葬」となってお

りますので、先ほど私は「埋葬または」と申しましたけれど誤っておりまして、

本文に書かれておりますように「埋葬及び火葬」が正しいものでございます。

どうも失礼いたしました。 

 

（議長：千福室長） 

それでは、それ以外にご質問、ご意見がありましたら、承って参りたいと思

います。特によろしいでしょうか。 

それでは時間もございますので本日の議題２の「その他」に移って参りたい

と思います。その他につきまして事務局からご説明をお願いいたします。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

ご説明させていただきます前にまずお手元の「７ リーフレットの原案」に

つきまして、一部訂正がありますので、今から資料につきまして差し換えさせ

ていただきたいと存じますので、どうかよろしくお願い申し上げます。よろし

いでしょうか。 

恐れ入ります。それでは、「その他」として「大阪市国民保護計画リーフレッ

ト（原案）」についてご説明申し上げます 

 

 本計画案の「第３編 平素からの備え」におきましては、「市は、国や府など

の関係機関と連携しつつ、市民に対して、広報紙、テレビ、ラジオ、パンフレ

ット、インターネット等さまざまな媒体を活用するとともに、さまざまな機会

を通じて保護措置の重要性などについて広報・啓発を行う」と記述いたしてお

りまして、「広報・啓発」の実施について定めております。 

 本市といたしましては、市の計画が策定されました後、計画の内容などをわ

かりやすく説明するリーフレットを作成しまして、市民への啓発に活用して参

りたいと考えております。 

 リーフレットの内容は、できる限りこれまでの協議会や企画部会でのご議論

などを踏まえたものにして参りたいと考えておりまして、本日は、リーフレッ

トの原案と申しましても、まだイラストなども入っていない「たたき台」のよ
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うなもので申し訳ございませんが、本市が考えております市民啓発用のリーフ

レットのイメージについてご説明申し上げます。 

 

 お手元の「資料７ 大阪市国民保護計画リーフレット（原案）」をご覧いただ

きたいと存じます。 

 まず、表紙でございますが、タイトルといたしましては、「武力攻撃やテロな

どから市民のみなさんを守るために―大阪市国民保護計画のあらまし―」とい

たしております。 

 これは、「国民保護計画のあらまし」という言葉だけでは、市民のみなさんに

はわかりにくいのではということも考えまして、どういう事態を対象としたも

のであるかということで、「武力攻撃やテロなど」とお示ししたうえで、協議会

等で「国民・住民・市民」という言葉の使い分けについて議論がございました

ことを踏まえまして、国籍を問わず「市民」を保護する計画であることを明確

にお示ししますために、「市民のみなさんを守るために」と大きく記載させてい

ただいております。 

 

 次に、資料をまず 1 回お開きいただきまして、見開きの部分でございます。

ここでは、「はじめに －国民保護計画とは－」という見出しをつけておりまし

て、まず、この計画がどのようなものであるかということを、ここでざっと一

通りご説明できるようにさせていただいております。 

 まず、見出しの下の枠囲みには、武力攻撃やテロなどはあってはならないこ

とだが、万が一の場合に備えて、国民保護法に基づいて、市民の生命、身体、

財産を保護するためにこの計画を策定したという、計画策定の趣旨・目的につ

いて記載いたしております。 

 また、右のページの中ほどをご覧いただきたいと存じますが、「どういう事態

が対象になるのですか？」ということで、武力攻撃事態の類型と緊急対処事態

の事態例をお示ししたうえで、その左側に「特に留意する事態」として、大阪

の地域特性を考え、「特に、ゲリラ・特殊部隊による攻撃や緊急対処事態に留意

する」ことを記載いたしております。 

 また、左のページの中ほどから右のページにかけまして、「武力攻撃やテロな

どが起こったら、市ではどんなことをするのですか？」としまして、国・大阪

府さんとともに市の対策本部を設置いたしまして、「避難」「救援」「災害対処」

といった保護措置等を実施することを記載いたしまして、その下の部分には、

テロなどの都市型の事態に特に留意すべきという議論を踏まえまして、「突発的

に、原因不明の事案が発生した場合でも」、迅速に事態に対処することを記載さ

せていただいております。 
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 また、その左側でございますが、「どんな人たちが、保護されるのですか？」

といたしまして、市内に居住している人だけではなく、市内に滞在している人

や、市内に避難してきた人のすべてを、国籍を問わず、保護することについて

記載させていただいております。 

 その下の黄色い部分ですけれど、この計画の特徴を記載させていただいてお

ります。これは、企画部会でのご議論を踏まえまして、昨年 9 月の第２回協議

会で、林部会長からご報告いただきました「計画素案の策定方針」の３つの項

目を記載させていただいております。 

 まず、一つ目は、本計画に、想定されるさまざまな事態に応じた具体的な対

応について定めるのではなく、計画には、保護措置等の実施に関する「基本的

な枠組み」を定めこととし、事態に応じた具体的な対応については、別に作成

する「実施マニュアル」に定めること。 

 二つ目として、本市が大都市であるという特性に留意し、特に想定されるテ

ロなどの事態を踏まえ、初動体制の迅速な確立と、被災現地での円滑な活動を

重視していること。 

 三つ目として、関係機関や市民との連携・協働を重視し、「自助」「共助」「公

助」という３つの力を連携させて、地域における対応力の強化を図ることとし

ていること。 

 これらを、この計画の特徴として掲げております。 

 さらに、右のページの上段のところには、「基本方針」といたしまして、保護

措置等の実施にあたって留意します「基本的人権の尊重」などの９つの項目を

掲げております。 

 さらに、右のページの下の部分でございますが、「計画の構成」を記載してお

りまして、計画に定められている項目とその編成が一目でわかるようにさせて

いただいております。それによりまして、例えば、本計画におきましては、「平

素からの備え」より前に「武力攻撃事態等への対処」の「編」が置かれている

こと、「緊急対処事態への対処」の項目が、「武力攻撃事態等への対処」よりも

前の、第 1 編に置かれていることなど、本計画の基本的な考え方がご説明でき

るようにさせていただいております。 

 

 それでは、リーフレットをさらにお開きいただきたいと存じます。 

 この４つのページでは、ただ今ご説明しました「総論」に対します「各論」

といたしまして、市が実施いたします保護措置等、すなわち、「避難」「救援」「災

害対処」の仕組みや内容、また、留意事項などについて記載させていただいて

おります。 

一番左のページから順に、「避難」のうちの「警報」、その右のページが、同
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じく「避難」のうちの「避難の指示」、その右のページが「救援」、そして一番

右のページが「災害対処」という構成としております。 

 作成に当たりまして全体といたしまして配慮いたしましたことは、まずこの

計画が、市民の局地的な緊急事態に対する即応体制を作ることを目指した計画

であって、国の安全保障の問題までも含めた計画のような誤解を与えることが

ないようにすること。 

また、市民の危機感を煽ることなく、不測の事態が発生した場合に、市民が 

落ち着いて対応できるようにすることを目指すイメージになること。 

さらに、事態について限定はしていないものの、大都市としての特性に留意

して、避難に関して大規模で長距離・長期間の避難のイメージを固定するよう

なものにならないようにすること。 

こういったことなどに配慮しまして作成しております。 

 各ページについて簡単にご説明させていただきますと、まず、一番左のペー

ジでございますけれども、「－警報が発令されたら－」ということで、上から、

「警報のながれ」といたしまして、同報無線等のほか、地域振興会等の団体を

通じて、また、テレビ・ラジオ等さまざまな方法で伝達すること。また、その

際、高齢者、障害者、外国人等、情報の伝達に留意すべき方々に配慮すること

につきまして。 

 中段の左側には、警報で伝達する内容と、それを「できるだけわかりやすい

言葉を使って」伝達することについて。 

 その右側には、事態によって「サイレン」が鳴らされること。そのサイレン

音を聴くことができるサイトの紹介。 

 その下には、警報が発令された場合、市民にとっていただきたい行動につい

て記載させていただいております。 

 その右の「－避難の指示が出されたら－」のページでございますが、「避難の

しくみ」といたしまして、「避難の指示」が出された場合、市民は、市や関係機

関の誘導に従って、避難所などに避難すること。避難誘導にあたりましては、

高齢者、障害者など自ら避難することが困難な方に配慮することについて。 

 中段には、保護措置を行う人や車両などを識別するための国際的な「特殊標

章」について。 

 下段には、突発的な事態が起こった場合、市民にとっていただきたい対応の

例について記載させていただいております。 

 その右の「救援」のページでございますが、ここでは、「救援の実施」と「安

否情報の収集・提供」について記載させていただいております。 

 まず、「救援の実施」につきましては、救援のうち主なものといたしまして、

避難所の開設、食料や医療の提供などを実施すること。その下に、避難所にお
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いて、市民の協力をいただきながら、高齢者などの援護を要する方々に配慮し

た救援に努めることについて記載しております。 

 また、その下の「安否情報の収集・提供」では、市が安否情報を収集し、窓

口を設置しまして、市民からの照会に回答すること。その際、プライバシーの

尊重と個人情報の保護に十分配慮することについて記載させていただいており

ます。 

 最後に、一番右の「災害対処」のページでは、災害対処活動の例といたしま

して、「消火・救助・救急活動」など４つの活動について紹介しますとともに、

国民保護に特有の事例としまして、「ＮＢＣ攻撃による災害への対処」について

の紹介。 

 また、その下には、適時に、正確な情報を公表すること等により、市民の安

全の確保などを図ることについて記載させていただいております。 

 その下の枠囲みでございますが、これは、「災害対処」に限ったものではなく、

市民の「自助」「共助」をお願いするところを明確にするため、ご協力をお願い

することがある事項について列挙しまして、その下に、協力は強制されるもの

ではないこと、また、協力をお願いする場合には安全の確保に配慮すること等

について記載させていただいております。 

 

 以上が、本市の国民保護計画のリーフレットの原案の概要でございます。 

 作成に当たりましては、市民啓発用ということで、計画のポイント等をでき

るだけわかりやすく説明するように心がけたことや、スペースの関係などもご

ざいまして、計画の内容をかなり簡略化させていただいておりますが、その中

で、協議会や企画部会でのご議論等をできる限り反映させたいと考えて作成し

たものでございます。 

 「大阪市国民保護計画リーフレット（原案）」についてのご説明は以上でござ

います。どうぞ、よろしくお願い申し上げます。 

 

（議長：千福室長） 

 はい、ありがとうございます。ただ今のリーフレットの原案の説明につきま

して、何かご質問、ご意見等ございましたら、頂戴したいと思います。 

 これにつきましては、本日まだ原案の形でございますので、皆様それぞれの

ところで見ていただきまして、ご意見ありましたら事務局のほうまで、後日で

結構でございますので、賜わりましたら幸いでございます。 

我々のところでいくらかみんなで見ながら作っておりますが、まだまだ修正

を加えていくところがたくさんあると思いますので、ぜひご意見を賜わります

ように、よろしくお願いをしておきます。 
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 それでは、続きまして事務局の方から皆様方にお願いしたい事項があるとい

うことでございますので事務局より説明お願いいたします。 

 

（事務局：山下住民保護企画担当課長代理） 

 大阪市危機管理室 住民保護企画担当課長代理の山下でございます。 

 本日特に、資料等ございませんけれども、事務局のほうから皆様へのお願い

という件で時間を頂戴いたします。 

 私ども今、計画（案）にも記載しております通り、今年度、本市の国民保護

計画を策定した後にですが、計画に基づく措置を円滑に実施するため、具体的

な実施手順などを定める「実施マニュアル」を作成する予定でございます。 

 国民保護計画等で想定される事態につきましては、もちろん大阪市だけでは

対応することができませず、本日お集まりの各機関の方と連携した対応を今後

も進めていくという形になります。 

 そこで、この実施マニュアルを作成するに当たりまして、今まで各機関の方

ですでに作成しておられる国民保護に関する業務計画もしくは業務計画に基づ

く各種のマニュアル、こういったものを作成しておられましたら、それを本市

実施マニュアルを作成する際の参考の資料とさせていただきたいと考えておる

次第でございます。 

 また、国民保護に関する業務計画や各種マニュアル以外にも、本日、ご出席

の大阪府医師会の山本幹事様より、第２回企画部会におきまして、大阪府の「災

害時の医療救護のマニュアル」であるとか、大阪府医師会が改訂中の「災害時

における医療救護の行動基準」といったものも、大規模な事故とか災害の際に

は使えるだけではなくて、国民保護計画自体にも十分活用できるのではないか

という御意見も頂戴したところでございまして、私どもはこういったテロや事

故などのいろんなマニュアルにつきましても、ぜひ大阪市の国民保護の実施マ

ニュアルの作成に活用できるものについては活用して参りたいと考えておりま

すので、差しつかえない範囲で御教示いただけたらと考えております。 

 なお、こういったことの正式なご依頼につきましては、計画が策定後、改め

て文書にて御案内させていただくところでございますけれども、本日は計画策

定前の最後の幹事会という予定でございまして、この貴重な場をお借りいたし

まして幹事の皆様方に直接お願いしたいところでございます。 

また、今後実施マニュアル策定に際しましても、いろいろとお願いすること

があろうかと思いますけれども、どうぞ御協力のほう、よろしくお願いいたし

ます。 

簡単ではございますが、事務局のからのお願いは以上でございます。 
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（議長：千福室長） 

 はい、ありがとうございました。ただ今の事務局からのお願いでございます

けれども、ぜひとも各機関等でマニュアル、あるいはマニュアル作成に当たり

ましての参考になる資料等がございましたら御教示、あるいは私どものほうに

賜わりましたら、ありがたいと思っております。よろしくお願いをしておきま

す。 

 それでは最後になりましたが、今後のスケジュールにつきまして事務局から

説明をお願いいたします。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 今後のスケジュールにつきまして、ご説明申し上げます。 

 本日、ご説明いたしました計画案につきまして、１月３１日に開催を予定い

たしております第３回協議会でご説明いたしまして、ご審議をいただきました

うえで、協議会から計画に関する答申をいただいて参りたいと考えております

ので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

（議長：千福室長） 

 はい、ありがとうございます。一応、本日の幹事会で予定しておりました議

題は以上でございますが、せっかくの機会でございますのでこの計画以外のこ

とも含めまして、御意見がありましたら頂戴して参りたいと思います。 

 特にございませんでしょうか。それでは、これをもちまして、本日の議題を

すべて終了ということにさせていただきたいと思います。皆様、大変ご協力を

いただきましてありがとうございました。今後ともどうぞよろしくお願いをい

たします。 

 それでは、マイクのほうを事務局にお返しいたします。 

 

（事務局：横関危機管理担当課長） 

 どうもありがとうございました。 

 以上をもちまして、「大阪市国民保護協議会 第２回幹事会」を閉会させてい

ただきます。 

 本日は、お忙しい中、ご出席いただきまして、本当にどうもありがとうござ

いました。今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

 

 


